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【要旨】

コクチバスは近年、日本の河川において急激に分布を拡大しており、捕食による在来種や水産有用魚種への影響

が懸念されている。一方で、河川での根絶や個体数管理の手法は確立されていないため、生態的知見の蓄積と管理

手法の開発が求められている。本研究では、空間分布モデルを構築することにより、コクチバスの潜在的な生息河

川をマップ化し、既存の個体群モデルを用いることで、根絶や低密度管理に必要となる駆除努力量について試算し

た。さらに、水系内に広域に分布するとされているコクチバスの流程分布を環境 DNA により明らかにし、冬季の

移動特性や越冬環境について超音波テレメトリーを用いて調査した。 
キーワード：外来種、生物多様性保全、個体数管理、環境 DNA、空間分布モデル

1. はじめに

「生物多様性国家戦略 2023-2030」では、「2030 年ネ

イチャーポジティブ」を達成するために、2030 年まで

に陸と海の 30％以上を健全な生態系として効果的に

保全する「30by30 目標」を含め、自然資本を守り活用

するための行動を全ての国民と実行していくための戦

略と行動計画が示されている 1)。一方で、「生物多様性

と生態系サービスに関する地球規模評価報告書」によ

れば、地球上のほとんどの場所で自然が大きく改変さ

れており、例えば、世界の陸地の 75％は著しく改変さ

れ、海洋の 66％は複数の人為的な要因の影響下にあり、

1700 年以降湿地の 85％以上が消失した。また、調査

されているほぼ全ての動物、植物の約 25％の種の絶滅

が危惧されているなど、過去 50 年の間、人類史上か

つてない速度で地球全体の自然が変化したと考えられ

ており、このままでは生物多様性の損失を止めること

ができず、持続可能な社会は実現できないことが指摘

されている 2)。 
生物多様性の減少の要因の一つとして、侵略的外来

種の問題が挙げられており、生物多様性国家戦略2023-
2030 の行動計画の中にも、侵略的外来種による負の影

響の防止・削減（侵略的外来種の定着率を50%削減等）

に資する施策の実施が盛り込まれている。また、侵略

的外来種による生物多様性や人の生命、農林水産業へ

の被害を防止するために、2005 年 6 月には、「特定外

来生物による生態系等に係る被害防止に関する法律

（外来生物法）」が施行された。この法律により現在、

157 種の生物が特定外来生物に指定されており、これ

らの生物については、輸入、放出、飼養等、譲渡し等

が原則禁止となっている 1)。 
特定外来生物のうち、ブラックバス類（オオクチバ

ス Micropterus nigricans Cuvier 、 コ ク チ バ ス 
Micropterus dolomieu、ブルーギル  Lepomis macrochirus）
は日本の様々な水域に侵入し、定着している。ブラッ

クバス類は侵入した水域において、水生生物に対して

強い捕食圧を与え、その水域の生物相を変化させるこ

とが報告されている 3)。ブラックバス類のうちコクチ

バスは、北アメリカ大陸東部を原産としており、日本

では 1925 年に導入が試みられたが定着せず、1990 年

代に再び導入され、分布が急速に拡大した。コクチバ

スは近縁種であるオオクチバスやブルーギルが止水域

を選好するのに対して、冷水や流水環境への適応性が

高いとされているため、様々な河川において広範囲に

定着することが予想される。さらに、日本での本格的

な個体数増加が 1990 年代頃と最近のため、生態的知

見は乏しく、河川内に広い流程分布を持つにもかかわ

らず、対策が遅れている。そのため今後、河川生態系

に対してオオクチバス以上のインパクトが顕在化する

可能性ある。コクチバスの駆除については、多くの河

川や湖沼で実施されているが、コクチバスは規模の大

きな河川を選好するため 4)、捕獲が難しく、根絶や低

密度管理に成功している事例は少ない。特に河川にお

いては、水抜きによる生息水域の水を枯らす方法は難

しく、効果的な駆除方法の開発が急務である。

駆除を実施するにあたり、駆除方法の開発に加えて、

対象水域におけるコクチバスの個体数や流程分布を把
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握し、駆除すべき個体数を明確にすることや駆除効果

の高い範囲を限定することは水系スケールでの広域な

駆除活動には重要である。本研究では、まず、生息場

モデルを構築することで、コクチバスが全国において

侵入した場合に定着する可能性の高い河川を明らかに

した。さらに、個体群モデルを用いて、どの成長段階

のコクチバスをどのくらい駆除することで根絶や低密

度管理が可能になるかを算出した。 
 次に、水系スケールでのコクチバスの分布を把握す

るために環境 DNA を用いた広域調査を実施した。環

境 DNA は、捕獲や目視観察による生物種の在/不在を

判断する手法と比較して、簡易かつ迅速に種の分布情

報を取得できるとされており 5)、水系スケールのよう

な広域な分布調査には有効な手法である。さらに、環

境 DNA で得られた情報をもとに、効率的な駆除を実

施するため、特に生態が明らかになっていない冬季の

定位環境や移動特性を明らかにするためのテレメト

リー調査を実施した。 
 

2.  研究方法 
2.1 水系ごとの空間分布予測 
 解析は全国を 1km のメッシュに区切り、「国土数値

情報 河川データ」から得られる河川のラインデータ

を含むメッシュを対象としてコクチバスの生息確率を

算出し、水系ごとの空間分布を予測した。 
 生息確率の算出には、Maximum entropy modelling 
(Maxent) を用いた。Maxent は、生物の在データと、環

境データを用いることにより、生物の不在データを使

用せずに分布予測ができるモデルである。本研究では、

「河川水辺の国勢調査」の 5 巡目データにおけるコク

チバスの出現地点を在データとして、モデルを構築し

た。モデル構築にはメッシュ毎の集水域面積、都市部

までの距離、年平均気温、年平均降水量、平均標高、

平均傾斜角を説明変数として使用した。空間分布予測

では、全国の 1km メッシュ毎のコクチバスの生息確率

を算出し、Maxent から得られた変数の寄与率と応答曲

線を用いてコクチバスの侵入場所の環境条件を評価し

た。 
2.2 個体群モデルを用いた駆除効果の検証 
本研究では、インディアナ州北部を水源とする

Kankakee 川において捕獲調査による齢別の個体数

データに基づいて構築された個体群モデルを利用した
6)。モデルのパラメーターはコクチバスの生存率や密

度効果に加えて、流量や気温により構成されている。

本モデルでは、卵・仔魚に対し、リッカー型の密度効

果を想定しており、前年の成魚の個体数密度と繁殖期

（6 月－7 月）における平均気温と流量から個体数密

度を予測するものである。そして、成魚の個体数密度

と繁殖期の平均流量が負、繁殖期の平均気温が正に働

くモデルとなっている。 
 本研究では、後述する駆除シナリオごとに設定し

た駆除割合で卵・仔魚（0 歳魚）、未成魚（1～3 歳魚）、

成魚（4～6 歳魚）に対して個体数密度が減少する効果

を追加した。この駆除による影響を加えた個体群モデ

ルを用いることで 100 年間のシミュレーションを行い、

シナリオによる平衡個体数密度や根絶率、根絶にかか

る年数の違いを求めた。各齢の初期個体数密度は、 0
－300 個体/ha の範囲からランダムに選択し、各シミュ

レーションでは駆除を 100 年間継続することとした。

シナリオごとにシミュレーションを 1000 回実施し、

1000回分得られた100年後の個体数密度の平均値を平

衡個体数密度とした。また、 1000 回行ったシミュレー

ションのうち、100年の間に個体数密度が1未満になっ

た割合を根絶率とした。 
各シナリオについては、岩崎ら 7）を参考に①卵・仔

魚、未成魚、成魚を個別に駆除した場合、②5 段階の

卵・仔魚駆除割合に（20％、40％、60％、80％、90％）

において、未成魚、または成魚の駆除を実施した場合

を想定した。すべての解析は R3.6.3 を用いて実施した。 
2.3 環境 DNA を用いたコクチバスの流程分布の把握 
 本研究では、コクチバスが生息している三重県の櫛

田川を対象として、環境 DNA を用いて流程分布の調

査を実施した。櫛田川において本川 17 地点、支川 19
地点の計 36 地点において採水を実施した。調査範囲

の下流端は河口より約 1 km 地点、最上流地点は河口

から約 80kmで、この区間において 5km毎に採水した。

支川については本川との合流点の直上流部および規模

の大きい支川においては、1km～3km 毎に 2～3 地点採

水した 
 調査は夏季と冬季に年 2 回（2021 年 1 月、8 月、2022
年 2 月、8 月）実施し、1L の表層水を採水した。河川

内に直接アクセスできない場合には、橋の上等からバ

ケツによる採水を行った。河川にアクセスできる場合

にはなるべく流心の近くまでアクセスし、立ち位置よ

りも上流側の水をサンプリングした。 
 DNA の分析については環境 DNA マニュアルに準

拠して実施し、プライマーについては、Jo et al（2020）
で用いられているコクチバスの DNA を特異的に検出

することができるプライマーを使用した。 
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2.4 超音波テレメトリーを用いた越冬場の解明 
櫛田川において、櫛田第一頭首工と櫛田可動堰の間

の約2kmの区間に超音波テレメトリーの受信機を5つ
設置し、コクチバスの冬季の移動を調査した。供試魚

は超音波の受信範囲で採捕し、採捕した場所で発信器

を装着し放流した。発信器は体長（SL）21cm～42cm の

コクチバス 10 個体に装着し、移動の追跡は、2021 年

10 月 21 日から 2022 年 4 月 13 日まで実施した。加え

て、区間内の受信範囲を確認するため、区間内の 92 地

点において、超音波の受信テストを実施した。 
 
3.  研究結果 
3.1 水系ごとの空間分布予測 
 構築された分布モデルでは、コクチバスの生息確率

に対して集水域面積の寄与率が最も高く、6、000~7、
000 ㎡となるメッシュで生息確率がピークとなった。

この 集水域面積は一級水系における本川の集水域面

積となる場合が多く、コクチバスが規模の大きな河川

を選好する既往の研究と一致する 4)。一方で、集水域

面積がさらに大きくなった場合には生息確率が減少し

ており、河口近くでの高塩分や産卵には不適な細粒土

砂の堆積が要因と推察される。寄与率は中程度であっ

たが、都市部までの距離が近いほど生息確率は高く

なっていた。都市部ほど人が多いことに加え、アクセ

スしやすい整備された河川が多いことから、放流が行

われやすい可能性がある。関東地方での生息確率を地

図化したところ（図 1）、コクチバスが確認されていな

い相模川や鶴見川でも高い値を示す場所が見られ、今

後これらの河川における侵入防止の対策や侵入した場

合に早期発見するための監視体制の構築が重要だろう。 
 
3.2 個体群モデルを用いた駆除効果の検証 
卵・仔魚、未成魚、成魚の駆除を個別に実施した場

合に根絶率を 100％にするためには、卵・仔魚 98％、

未成魚 74％、成魚 95％を継続的に駆除する必要があっ

た（図-2）。平衡個体数密度は、卵・仔魚と未成魚の駆

除では駆除割合を増加させることで、単調に減少した。

一方、成魚では、駆除割合約 80％まで平衡個体数密度

はほとんど変化しなかった。これは、リッカー型の密

度効果を仮定しているためであり、成魚の減少により、

0 歳魚への密度効果が緩和され、0 歳魚と未成魚の個

体数密度が増加した結果である。一方で、根絶率は卵・

仔魚、未成魚、成魚と、いずれの成長段階を駆除して

 
図 1 関東におけるコクチバスの生息確率 

 
図 2 卵・仔魚，未成魚及び成魚の駆除割合と 100 年

後の平衡個体数密度および根絶率の関係；（a）卵・仔

魚（b）未成魚（c）成魚 
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も、単調増加した。 
次に卵・仔魚・未成魚・成魚を個別駆除において、

それぞれに 50％の駆除効果を加えた際に、駆除を開始

してから 30～40 年後に根絶率はほぼ最大に達した。

また駆除率50％における100年後の根絶率はそれぞれ

23.％、60.7％、38.3％と未成魚の駆除においては、根絶

に至る可能性が最も高いものとなった。 
 卵・仔魚・未成魚・成魚それぞれに 80％の駆除効

果を加えた際には、駆除を開始してから 20～30 年後

に根絶率がほぼ最大に達しており、未成魚の駆除にお

いては 25 年で根絶率が 100％に達していた。卵・仔魚

と成魚の 100 年後の根絶率はそれぞれ 47.3％、65.5％
で 50％の駆除効果を加えた際の根絶率と比較して、

20％以上根絶率が増加した。  
卵・仔魚の駆除効果を一定条件下で（20％、40％、

60％、80％、90％）未成魚の駆除を追加した場合、根

絶率を 100％にするためにはそれぞれ、68％、65％、

60％、48％、33％の駆除割合が必要であった。また、

卵・仔魚の駆除に成魚の駆除を追加した場合に根絶率

を 100％にするためにはそれぞれ、92％、89％、84％、

71％、53％の駆除割合が必要であった。 
これらのことから、駆除割合が高いほど、根絶に

至るまでの駆除の継続年数が減少し、根絶に至る確率

が増加することが示された。一方で、根絶には卵・仔

魚のみの駆除では 98％、成魚のみの駆除では 95％と

かなり高い駆除割合が必要であった。さらに根絶する

には、少なくとも駆除開始から 10 年から 20 年必要で

あり、一度侵入した場合、根絶には相当な駆除努力量

と時間が必要であることが示された。また、卵・仔魚

と未成魚または成魚の組み合わせによる駆除によって

根絶に至らない場合でも、平衡個体数密度を個別に駆

除を実施する場合と比較して低密度に抑えられること

が示された。よって、実際に行われる密度管理におい

て、卵・仔魚、未成魚、成魚を並行して駆除すること

が重要であるといえる。 
3.3 環境 DNA を用いたコクチバスの流程分布の把握 
 櫛田川本川においては、河口 1 ㎞～40 ㎞（st.1～9）
の範囲で環境 DNA を検出した（図 3）。st.9 の上流に

は堰があることから、堰がコクチバスの遡上を阻害し

ている可能性が示唆された。st.1 については夏季の調

査のみで環境 DNA が検出された。st.1 は感潮域である

ことから、コクチバスの生息には適さない環境条件で

あったことが推察される。一方で、コクチバスの繁殖

期が春季であるため、夏季は個体数密度が高いことや

遊泳能力の低い当歳魚が流下したことが夏季に環境

DNA が検出された要因と考えられる。 
支川については、佐奈川と秡川において広範囲で環

境 DNA が検出された。佐奈川と秡川は櫛田川の支川

 

図 3 各採水地点におけるコクチバスの環境 DNA のコピー数（2022 年 8 月調査） 
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の中では規模が大きく、規模の大きな支川では広域に

分布し、再生産している可能性が示唆された。孫川等、

小規模な支川では、合流点かつ夏季の調査のみ環境

DNA が検出された。そのため、小規模な支川の利用実

態としては、採餌等の一時的な利用であることが推察

される。 
 
3.4 超音波テレメトリーを用いた越冬場の解明 
 体長が 40cm を超える 2 尾の大型個体については、

長期間、頻繁に超音波を受信しており（図 4）、冬季の

間に大きな移動はしなかった。これらの個体が定位し

ていた st.1 や st.3 と st.4 の間は淵になっており、コク

チバスの越冬環境として水深が大きく、流速の小さな

淵の重要性が示された。また、水温 10℃前後の期間に

大きな移動が見られたことから、10℃前後の水温が活

動期と越冬期の境界となっていることが推察される。 
 
4.  まとめ 
本研究では、河川において在来生物や水産有用魚種

への影響が懸念されているコクチバスの根絶や個体数

管理に必要なモデルの構築や駆除効果の向上を目的と

した生態の調査を実施した。その結果、以下のことが

明らかとなった。 
1) コクチバスの侵入が確認されていないが、生息確率

の高い河川があり、分布拡大防止や早期発見のための

監視体制の構築が必要不可欠である。 
2) コクチバスが侵入した場合、根絶には相当な駆除努

力量と時間が必要であることが示された。また、実際

に駆除を進める際には、卵・仔魚、未成魚、成魚を並

行して駆除することが重要である。 
3) 環境 DNA を用いることで、水系内に広く分布する

コクチバスの流程分布を把握することできた。櫛田川

においては、堰によりコクチバスの分布拡大が阻害さ

れている可能性が示唆された。 
4) テレメトリー調査により、コクチバスの越冬場とし

て淵を利用していることや水温 10℃前後が活動期の

境界水温となっている可能性が示唆された。 
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Abstract: In recent years, the smallmouth bass has become an invasive species that has rapidly expanded its distribution in 
Japanese rivers. Due to their predation on native and economically valuable fish species, there are concerns regarding their 
impact. As there are currently no established methods for eradicating them in rivers and managing their populations, it is crucial 
to gain a better understanding of the ecology of smallmouth bass and develop effective management strategies. In this study, 
we modeled potential habitat and used existing population models to estimate the amount of effort required for eradication and 
low-density management. Furthermore, we employed environmental DNA to determine the longitudinal distribution of 
smallmouth bass, which are believed to have a wide presence within the water system. Additionally, ultrasonic biotelemetry 
was employed to investigate their winter ecology. 
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